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日資 料 :1

法情報の存在形態とその利用
一一実践法情報学の戦略と戦術一一

斉藤正彰
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はじめに一一 2つの「法情報学」

近年、「法情報学Jの諾を見かける機会が増加している。しかし、「法情報学」

の語が意味していること、ないしその射程は、必ずしも lつの像を結んではい

ないように見える。一方で、コンピュータ利用の一般化と CD-ROM製品やイ

ンターネットの普及を背景として、電子媒体を用いた法学研究・教育が語られ

ており、そうした議論は、ときに、情報法ないしサイバー・ローといった領

域(1)との親和性を高める傾向にもある。他方で、学生・院生の論文執筆やゼミ

報告の準備などを念頭に置いて、学術文献や法令・判例の調査方法が主題とさ

れることがあり、そこではアメリカ合衆国のロー・スクールにおける Legal
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法情報の存在形態とその利用

Research教育が理想像とされることもある。

もちろん、両者の径庭は必ずしも決定的なものではないが、その連絡のあり

方は、今後の情報法ないしサイバー・ローといった領域における展開とも歩調

を合わせて、法律学の新たな地平を拓く可能性を有している (2)。しかし、その

連絡の方途次第では、学生を情報検索の陸路に誘い込み、あるいは情報の瞬原

に追い放っかのごとき帰結をもたらしかねない。学生に、「コンピュータを使

用すれば容易に文献を調査・収集できるjと(だけ)言うのは、本稿において

検証するように、実はきわめて危険であるように恩われる。

電子媒体による情報検索は、従前の紙媒体による検索に比べれば、その迅速

性・網羅性・簡便性等において格段の優位を誇る面があることは確かである。

しかし、高性能であることは、「何でもできるJことと必ずしも同一ではない。

一定の特性と限界を有する道具を、異なる状況において異なる目的ないし課題

を有する異なる能力の人々が、特段の意識を有することなく、まったく同様に

利用して、それぞれに満足できる結果を獲得しうると考えるのは、あまり現実

的ではないであろう。機能が高度であるほど、より効果的な利用法を考える余

地が存在するはずで、ある。そのような意識を欠いたままに検索用コンピュータ

に向かった人を待っているのは、場合によっては、困惑や幻滅であるかもしれ

ない。そうした、本来は無用であるはずの因惑と幻滅の蓄積が、コンピュータ

と法学の関係に良い影響をもたらさないことは、容易に想像できることである。

現段階では、我が国の法情報とりわけ法学文献は、第1次的には紙媒体によ

る公刊がなお主流である。したがって、多くの場合、電子媒体は、紙媒体とし

て提供されている法情報の検索手段である。しかし、周知の通り、法令・判例

や公的機関から提供される情報等、ネットワーク上で提供される法情報も充実

の一途を辿っている。こうした、電子媒体と紙媒体の併存状況の中で、両者を

効率的に組み合わせて必要な情報を獲得する能力は、少なくとも、情報法やサ

イバー・ローが対象とするネットワーク社会への接合段階ないしは初期段階に

おける法情報リテラシーとして重要で、ある。

以下では、法律学を学ぶ学生が法学文献を調査する場面に焦点を合わせて(3)、

その前提および過程におけるいくつかの間題点と、それに応ずる方策を考察す

る(4)。
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l 法学文献の様式一一著書と論文

(1)蔵書検索と論文検索の相違

高等学校までの学校図書館にしても地域の一般図書館にしても、文献を探す

ときの単位は「本」であったはずで、ある。製本されたひとまとまりのものを

「図書Jと称して、それを 1つの単位として扱っている。それは、書庖で探書

する場合も同じであろう。

しかし、法学文献は常に「本」という単位で扱われるわけではない。 1冊に

綴じ合わされた形で存在する「著書Jの他に、完結した内容を有し、固有の題

名を付されて識別される「論文」という単位がある。「論文Jとしては、『ジユ

リストjr法律時報jr法学教室jr法学セミナー』といった法律雑誌や、学会
誌、官公庁等の発行誌、『北大法学論集』、『法学j(東北大学)、『法学協会雑誌J

(東京大学)、『法政論集j(名古屋大学)、『法学論叢j(京都大学)、『阪大法学J

(大阪大学)、『法政研究j(九州大学)といった大学紀要等、逐次刊行物と呼

ばれるものに掲載されている「雑誌論文Jの他に、記念論文集などに寄稿され

た論文も重要である。ある研究者の論文が集められて論文集が編まれる一一

つまり「本」になる一一ーことも、しばしばある。

このように、「法学文献を探す」ということは「法学書を探すJということ

と同義ではない。図書館の OPAC(On-line Public Access Catalog)では論文を

検索できない。そこで、論文単位でも法学文献を検索できる電子媒体として重

宝するのが、後述する『法律判例文献情報CD‘ROMjや『雑誌記事索引 WEB

サービス』である。

(2)文献の出典表示の読解

文献の警誌情報は、一定の様式に沿って表示されている。自分が論文やレポー

トを執筆する場合にもこれに従うべきであるが(5)、本稿での目的は、とりあえ

ず、文献の出典表示を正確に読みとることである。前述のように、法学文献に

は著書と論文という 2種の形態があるから、今そこに表示されている文献が著

書なのか論文なのか、さらに、論文であればどこに掲載されているのか、につ

いての情報を読みとる必要がある。これは、後述する「芋づる式J検索にとっ

ても重要な技術である。

著書の表示方法は、伝統的に、 2つに大別される。すなわち、

北法51(6・348)2220



法情報の存在形態とその利用

中村陸男『論点憲法教室J(有斐閥、 1990年)191頁

中村睦男・論点憲法教室191頁(1990)

のようなスタイルである。

前者は、著書の題名の表示については rjを用いることで、 rJで表示さ
れる論文との区別を際立たせている。題名の後の括弧内には、出版社・出版年

を表示している。これに対して、後者は表記の簡略化が図られており、例示の

ように、出版社名の表示も省略される場合が少なくない。

論文については、

斉藤正彰「国際人権訴訟と違憲審査」北法47巻5号(1997年)293頁

といった表示方法が一般的である。題名の後に誌名'巻号・発行年を表示する

が、誌名については略称が用いられることが多い。例示の「北法Jは、『北大

法学論集Jの略称、である (61。巻号数は、雑誌によって、 0巻ム号と表示される

ものと、 00号と表示されるものとがある(7)0 r巻Jr号Jの文字の代わりに
‘ー"や“・"が用いられることも少なくない。“12-3 -45"と表示されてい

れば r12巻3号45頁Jのことであり、“67-89"と表示されていれば 167号89

頁」のことである。

雑誌論文ではなく、論文集等に収録された論文については、それぞれ、

中村陸男「人権観念の歴史的展開」高見勝利編『人権論の新展開J

(北海道大学図書刊行会、 1999年)

中村陸男「人権観念の歴史的展開J高見勝利編・人権論の新展開(1999)

のように表示される。いずれも、執筆者名十題名(前半)においては雑誌論文

と同様であり、収録書名(後半)においては著書と共通である。

2 法学文献探索の前提作業

一一概説書・体系書と註釈書・演習書

本稿では、憲法のゼミにおいて「経済的自由に規制目的二分論を使うべきかJ

北法51(6・347)2219
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というテーマで報告することが求められている、という想定で具体的な状況と

その対応を考えてゆくこととする。もちろん、以下の記述は、作業の概略であっ

て全てではない。

(1牒すべき文献

ゼミでテキストとして指定されているものは、著書の形態をとるものが多い

かもしれない。それに対して、ゼミ報告を準備するために調査することが期待

されているものは、論文であることも多いであろう。では、前述のように論文

も検索可能な『法律判例文献情報CD-ROMjを用いて文献探索に取りかかれ

ばよいのであろうか。実は、ここで拙速に『法律判例文献情報CD-ROM.Iに

向かうことは、必ずしもよい結果をもたらさないかもしれない。そうした問題

の実証的な検討は後に行うとして(後述3(1ト(2))、以下では、まず、基本文

献による基礎的な作業を進めることとする o

(2)担当テーマの憲法学における位置づけ

はじめに、憲法の概説書・体系書等をもっ 1度入念に読み返して、問題の位

置づけを確認する。代表的なものとして、例えば、次のようなものが挙げられ

るであろう (8)。

①芦部信喜『憲法〔新版補訂版H(岩波書脂、 1999年)(9) 

②佐藤幸治『憲法〔第3版11(青林書院、 1995年)

③野中俊彦=中村陸男=高橋和之=高見勝利『憲法1. n (新版)j(有斐閣、
1997年)(10) 

④戸波江二『憲法〔新版JJ(ぎょうせい、 1998年)

⑤辻村みよ子『憲法1(日本評論社、 1999年)

当面の問題である「規制目的二分論Jに関する部分だけではなく、その前後

も精読する。規制目的二分論の前提、つまり「経済的自由Jの章の中でどのよ

うな文脈・経緯で規制目的二分論が登場するのかを把握しておくことは、後の

調査のためにも重要なのである。そして、そこで使われている用語、言及され

ている憲法条文、引用されている判例をチェックしておくことが肝要である。

北法51(6・346)2218
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(3)条文の解釈を知る

概説書・体系書の中で言及されていた関連条文について、それが何を規定し

ているのかを知る必要がある。憲法解釈についての見解を述べるとき、条文上

の根拠を示すことは必須であり、ゼミの議論においても、この点は繰り返し問

われるであろう。条文の解釈を知るうえで役立つのが、註釈書あるいはコンメ

ンタールと呼ばれるものである。手始めに、初学者にも馴染みゃすいものとし

て、次の2つが挙げられる。

-佐藤幸治編著『要説コンメンタール日本国憲法.1(三省堂、 1991年)

・小林孝輔=芹沢斉編『基本法コンメンタール憲法〔第4版).1(別冊法学セ

ミナ一、 1997年)

本格的に考えるときには、条文のー字一句について詳細に検討することが必

要になってくる。そのときには、以下のものを参照することになるであろう。

-法学協会編『註解日本国憲法上巻・下巻.1(有斐閣、 1953/54年)

・宮沢俊義(芦部信喜補訂)r全訂日本国憲法.1(日本評論社、 1978年)
・佐藤功『憲法(上)・(下)(新版).1(有斐閣、 1983/84年)

・樋口陽一=佐藤幸治=中村陸男=浦部法穂『憲法 I~ IlI.I (青林書院、

1994/97/98年)

・樋口陽一=佐藤幸治=中村陸男=浦部法穂『注釈日本国憲法 下巻.1(青

林書院、 1988年)

・芦部信喜監修/野中俊彦ほか編『注釈憲法 第1巻.1(有斐閥、 2000年)

(4)報告テーマについての議論の概略を知る

ここまでの作業で、報告する論点について考えるための土台ができた。いよ

いよ、問題の核心に取りかかることになる。しかし、ここで詳しい論文を探し

て読もうというのは勇み足かもしれない。まず、論点についての議論の概略を

知る必要があると考えられる。いわば、論点の「見取り図」が必要なのであるO

そのためには、演習書あるいは論点解説書・判例解説書と言われる文献を利用

するのが便利であろう(ll)。代表的なものは、たいてい、概説書・体系害等の

文献案内に掲載されている (12)。これらは、憲法の重要論点や判例を個々に取

北法51(6・345)2217
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り上げて、それについて解説する形で執筆されている。つまり、個別の論点や

判例については、概説書や体系書よりも詳細な解説がなされているといえる。

そこで、自分が担当する論点を扱っているものを探してみるのである。

「経済的自由に規制目的二分論を使うべきかJの場合、例えば、

佐藤幸治=中村陸男=野中俊彦『ファンダメンタル憲法j(有斐問、 1994年)

の中に、「営業の自由と距離制限Jという章がある。目次の記述には「経済的

自由」も「規制目的二分論jも登場しないが、概説書・体系害を読み返してお

けば(もちろん、講義をよく聴いていれば当然に)、「営業の自由Jr距離制限J
「公衆浴場法判決Jr小売市場事件判決Jr薬事法判決Jといった用語に「目が
反応する」はずである。

さて、『ファンダメンタル憲法jの該当頁を開いてみると、左側の頁の上部

9 営業の自由と距離制限(野中)

という表示がある。これは、この章の執筆を担当しているのが『ファンダメン

タル憲法Jの共著者の中の野中俊彦教授であることを示している。複数の研究

者が分担執筆している本の場合、自分の読んだ記述が「どの本に書いてあった

かjだけではなくて、「誰が警いたものかJを確認しておくことが重要である。

読み進めていくと、最後に「参考文献Jが挙げられている。先に見た文献表

示の解読法を思い出せば、

浦部法穂『違憲審査の基準.1(勤草書房・一九八五年)一九三頁以下

が浦部教授が執筆した著書のことであり、

戸波江二「公衆浴場の距離制限と職業選択の自由J法教ー0六号(一九八

九年)七四頁以下

が『法学教室Jという雑誌に掲載されているものであることが分かるであろう。

北法51(6・344)2216
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それでは、

芦部・憲法判例

というのは何であろうか。これだけは、きわめて簡略な表記になっている。こ

ういうときは、丈献の略語(略称、)についての注意書きを探してみる(簡略な

表記を見てもピンとくるのが望ましいことではあるが)0rファンダメンタル憲
法Jの場合、目次の次の頁から略語のリストが掲載されている。これを見れば、

「芦部・憲法判例Jというのが、芦部信喜教授の『憲法判例を読む』という本

のことであると分かる。

なお、よりよい「見取り図Jを書くためには、最初に見つけた解説だけで満

足せずに、複数の演習書等の解説を参照することが望まれるであろう。

3 法学文献探索の実際一一電子媒体と紙媒体

(1)即座に電子媒体で論文を調べることは賢明か?

ここまで、もっぱら紙媒体による作業を展開してきている。「経済的自由に

規制百的二分論を使うべきかjというテーマが与えられたところで、ただちに

この論点に関する文献を『法律判例文献情報CD-ROM.Jなとεの電子媒体を使っ

て検索するという方針には、筆者は懐疑的であるからである。これは、利用者

が任意の検索語を入力し、それに該当する文字列を表題に有する文献が表示さ

れる、という電子媒体のデータベースの仕組みに起因する問題である。つまり、

最初から電子媒体に直行しでも、適切な文献情報は得られないおそれがあるの

である。

とりわけ初学者の場合、適切な検索語を設定すること自体が困難であろう。

さらに、ある事柄にどのような呼称を与えるかは、場合によっては、必ずしも

厳密かっ統一的に決定されているとは限らない。同じ事柄を意図していても、

執筆者が論文の題名にいかなる呼称、を用いるか、データベース作成者がどのよ

うな検索用キーワードを用意し、ある論文をどのようなキーワードの下に整理

するか、そして、利用者が検索キーワードとしていかなる語iを入力するか、に

よって、検索結果は変動する。

たとえば、経済的自由に関する 2つの規制類型にいかなる名称、を与えるかと

北j去51(6・343)2215
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いう問題について、前出の概説書・体系書の①~⑤の中にも、種々の用語例が

見出される。「消極白的規制/積極目的規制Jr消極規制/積極規制Jr消極的
規制/積極的規制Jr消極目的の規制/積極目的の規制Jr消極的・警察的規制
/積極的・政策的規制jといった用語群は、人間にとっては同じものと認識可

能であっても、律儀なコンピュータにとっては、まったく別物となりうる。最

高裁昭和初年 l月初日大法廷判決、最高裁昭和47年11月22日大法廷判決、最高

裁昭和50年4月30日大法廷判決をそれぞれどのような通称で呼ぶかということ

も、必ずしも統一性があるわけで、はない。このような条件下で安易に電子媒体

を使ってキーワード検索をした場合には、該当する文献が見つからないとか、

重要な文献を取りこぼすといった事態になりかねないと思われるのである。

もちろん、このことは、文献検索において電子媒体の有用性が低いというこ

とを意味しない。電子媒体はきわめて強力な検索手段であるが、決して、調べ

たい言葉を入力すると参考文献一覧が出てくる「打ち出の小槌jではない、と

いうことである。その特性と限界を知ったうえで、効果的な投入を図る必要が

あるのである。

(2) r法律判例文献情報CD-ROMjの特性と限界
『法律判例文献情報CD-ROM.Iは、文献の表題および補足的に付加された検

索用キーワード (r法律判例文献情報CD-ROM.Iにおいては「事項索ヲIJと称
されている)と、利用者が入力した文字列との一致という「僚倖Jに依存して

文献を探し出すシステムである。論稿の内容を精査した上で、表題には含まれ

ていないがその論稿の内容に関連するキーワードが補足的に付加されている、

というようなことは必ずしも期待できない。したがって、検索結果は、前述の

ように、論文執筆者が表題にいかなるキーワードを盛り込むか、データベース

作成者がいかなる検索用キーワードをその論文に付与するか、そして利用者が

いかなるキーワードで検索するか、という要素に左右される。

「経済的自由に規制目的二分論を使うべきかjというテーマからただちに検

索を試みた場合を想定して、「規制目的二分論jをキーワードとして検索して

みる。該当件数は I件で、

標題 規制目的二分論の生成と展開一一職業の自由(1)(昭和50.

4. 30最高大判，昭和25. 6. 21最高大判，昭和38.12. 4 

北法51(6・342)2214
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最高大判，昭和30. 1. 26最高大判，昭和47.11. 22最高大

判，平成元. 1. 20最高二小判，平成元. 3. 7最高三小判，

平成4.12. 15最高三小判) (重点講座憲法判例50年6) 

著者名 木下智史

掲載雑誌月刊法学教室

巻号数、掲載頁 204， p75~82 

発行年月日 1997. 9 

であった。試みに、キーワードを「規制目的Jとしてみたが、該当したのは同

じ木下智史教授の論稿だけであった。「目的二分論Jとしてみても、この他に、

標題 経済的自由権を規制する立法の合憲性審査基準(2完)一一一

人権基礎づけ論からみた目的二分論

著者名 松本哲治

掲載雑誌民商法雑誌

巻号数、掲載頁 113-6， p 840~870 

発行年月日 1996. 3 

標題 経済的自由権を規制する立法の合憲性審査基準(1)一一一人

権基礎づけ論からみた目的二分論

著者名 松本哲治

掲載雑誌民商法雑誌

巻号数、掲載頁 113-4・5，p736-769 

発行年月日 1996. 2 

がヒットしたにとどまる。いずれも、執筆者が「規制目的二分論Jあるいは

「目的二分論」という語を表題中に採用したということに依拠している。同じ

趣旨を表現しうる用語の選択肢は種々存在しているのである。木下教授の論文

の表題が「目的二分論の生成と展開」であったならば、「規制目的二分論Jを

キーワードとして検索した結果は、該当件数ゼロになっていたところである。

そこで、「積極目的jをキーワードとして入力し、ガイド機能を使用してみ

る。「積極目的規制jまで絞り込むと該当件数が少なくなりすぎるのではない
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かと懸念したためである。ガイド機能によって、「積極目的jに関連するキー

ワードのリストが表示される。つまり、データベース作成者がどのような諾を

キーワードとして設定しているかが表示されるわけである。それを見たうえで、

データベ}ス側が用意しているキーワードを選択して検索することで、デ~タ

ベースとの意思疎通を確保しようという意図であった(こうすることによって、

データベース作成者が、「積極目的Jr積極目的規制Jr積極目的の規制jのい
ずれをキーワードとして選択していたとしても、それがリストとして表示され

るので、利用者の側で対応することができる)0 ところが、コンピュータから

は、「一致するデータが見つかりませんjという回答が返ってきた。念のため

「消極目的Jで検索してみると、 H牛ヒットした。

標題 職業の自由『憲法の基本問題(別冊法学教室基本問題シリー

ズ2).1所収

著者名 戸波江二

巻号数、掲載頁 p240~248 

発行年月日 1988. 7 

である。ここで、「文献詳細J画面の中の「事項索引」の項を確認する。この

戸波教授の論文に対してデータベース作成者がどのようなキーワードを付加し

ているかを知りたいからである。そこで発見されたキーワードを使って検索す

れば、データベース作成者が戸波教授の論文と同じ分類に整理した論文を発見

する可能性が期待できる。「事項索引」には、「職業選択の自由Jと「積極，消
極目的区分論」が挙がっていた(13)0 r職業選択の自由Jでは該当件数が多くな
りすぎるのではないかと思われるので、「積極，消極目的区分論jで検索して

みることとする。ところが、該当件数ゼロという答えが返ってきた。間の“

を“、"や“に換えて試してみたが、結果は同じであった。後半の「消極目

的区分論」だけで検索してみると、該当件数は l件で、言うまでもなくさきほ

どの戸波論文であった。コンマの件は不明であるが、いずれにせよ、このキー

ワードが付加されたのは戸波論文だけであるらしいから、このキーワードから

遡って探索する手法は断念せざるをえない。

つぎに、「積極規制Jと「消極規制Jで検索してみたが、どちらも該当件数

ゼロであった。
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「積極的規制IJJをキーワ}ドとしてみると、 1件該当があった。

標題 営業の自由一一とくに消極的規制と積極的規制をめぐって

Lワンポイントセミナ一 憲法・人権)

著者名 内野正幸

掲載雑誌法学セミナー

巻号数、掲載頁 34-4， p llO~ 111 

発行年月日 1989. 4 

であった(14)0 r消極的規制Jで検索しでも、該当したのは、この同じ内野論文
であった。これもまた、内野教授が表題に「積極的規制Jと「消極的規制」の

語を採用していたという幸運に依存する結果である。

「政策的規制Jr警察的規制」のいずれも、該当する論文はなかった。
ここで方法を変えて、複数のキーワードを入力するためにパネルを開き、

「積極Jかっ「消極J(両方を含む)という条件でおld検索してみることとする。

検索結果は、 62件である。しかし、 62件の中で求めているテ}マに関連すると

恩われるものは、前出の戸波論文の他に、

標題 職業選択の自由一一一サービス業一一ーをめぐる司法消極主義と

積極主義 (2完)

著者名 中谷実

掲載雑誌龍谷法学

巻号数、掲載頁 29-1， p 124~ 148 

発行年月日 1996. 6 

標題 職業選択の自由一一サーピス業をめぐる司法消極主義と積極

主義(1)

著者名 中谷実

掲載雑誌龍谷法学

巻号数、掲載頁 28-4， p54-開

発行年月日 1996. 3 
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だけであった。 62件の内訳は、司法積極主義・消極主義に関する論文と、判例

評釈 (r標題jに含まれる要旨の記述に「積極Jr消極」の語が用いられている
ため)が多数を占めていた。

ここまでは、積極・消極の規制目的二分論に関する論文を発見しようとして、

それに関する語をキーワードとして検索する場面を想定して実験してみたが、

該当件数は必ずしも十分なものではなかった。もちろん、少ないながらも(や

や古いものも含まれているが)検索された論文はあり、それらを出発点として、

後述する「芋づる式J検索を行うことも可能であろう(15)。しかし、『法律判例

文献情報CD-ROMjが、任意の検索諾を入力すれば即座にどのような文献が

あるか一覧表が出てくるというような仕組みのものではないことは理解された

と思われる。上述のような検索結果を得るまででも、入力するキーワ}ドにつ

いての試行錯誤が利用者に求められる可能性は低くない。

さて、該当件数が少ない原因としては、キーワードを絞り込みすぎていると

考えるのが素直であろう。そこで、前出の戸波江二教授の論文において事項索

引を確認した際に該当件数が多くなりすぎるのではないかと考えて採用しなかっ

た、「職業選択の自由Jをキーワードとして検索してみることとする。ところ

が、信じがたいことであるが、「職業選択の自由jでは該当件数ゼロである。

間に「のJが入るのがいけないのかと考えて(ただし「表現の自由」には1600

件以上のヒットがある)、「職業選択Jとしてみると、 117件の該当があった。

しかし、通常、法律学を学ぶ者が妥当な検索語として思いつくのは、「職業選

択の自由jの方ではないかという疑問が残る。しかも、前出の戸波論文の事項

索引に「職業選択の自由Jが挙がっていたことを想起すると、これがキーワー

ドとして認知されないというのは不可解である(16)。

文献検索画面で検索の「対象項目名jを「キーワード」から「事項索ヲIJに

切り替えたうえで、「検索文字列jとして「職業選択の自由Jと入力しガイド

機能を使ってみても該当なしであり、「職業選択の自由Jの語の後に“また

は“@"を付けて前方一致検索を試みても結果は変わらない。「対象項目名jを

「事項索引」とした状態で「職業Jまたは「職業選択Jを入力してガイド機能

を使ってみると、表示された項目の中に「職業選択の自由Jがある or職業選
択の自由jは「親事項Jとして扱われており、その下に「子事項Jが多数配列

されている。「子事項Jとしては、「違憲審査基準Jr営業の自由Jr規制の合憲
性Jr規制目的二分論Jr距離規制の合憲性jなどが挙がっており、これらの

北法51(6・338)2210
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「子事項jのうちの一つを選択すると、文献検索画面の「検索文字列jのボッ

クス内に「職業選択の自由/違憲審査基準jといった形で表示される。「親事

項」である「職業選択の自由Jをクリックして選択すると、「検索文字列Jの

ボックス内には「職業選択の自由/Jといった形で表示され、このスラッシュ

付きの状態のままで検索すると、 115件のヒットが得られた(ちなみに、上記

の「子事項Jは、いずれも該当件数1件である)。なお、「対象項目名Jを「キー

ワ}ドJとしたままで「職業Jや「職業選択jと入力してガイド機能を用いて

も、「職業選択の自由Jは導かれない。「職業選択の自由Jという基本的な用語

で検索しようとした場合に、これほどの院路を経由しなければならないという

のも不可解である。

(3)文献調査の 2つの手法

前出の内野正幸教授の論文についての「事項索ヲIJを「文献詳細j画面で確

認してみると、「営業の自由Jと「消極的規制・積極的規制IJJが挙がっている。

後者については、内野論文以外に該当するものはなかった。前者の「営業の自

由」をキーワ}ドとして検索してみると、該当件数は八七件であり、リストアッ

プされている文献も、ここでの課題である「経済的自由に規制目的二分論を使

うべきかJというテーマに関連しそうなものが大多数である(17)。

しかし、問題は、無作為にリストアップされた大量の検索結果である。コン

ピュータは、キーワードとして入力された文字列に合致する文献を、それが通

説か少数説か、あるいは古い学説か最近の見解か、などということに関わりな

しに列挙する。特定の主題に関する不特定多数の文献情報を収集する場合の文

献へのアプローチとしては、 (a)当該主題に関する文献情報を網羅的に収集する

手法と、 (b)当該主題についての議論状況を把握しながら文献を収集する手法と

が考えられるor法律判例文献情報CD-ROM.Jをはじめとする電子媒体は(a)の
作業に適合的である。一通り文献を収集した後で自分の作業に見落としがない

かを確認するのにも役立つ。他方、紙媒体における参考文献欄や註などは、選

別された文献リストである。これを活用する「芋つ守る式」検索は、 (b)の手法に

属する。

法学文献の調査に際しては、両者の得手不得手を勘案しつつ、電子媒体と紙

媒体との組み合わせ方を考える必要がある。さらに、多くの場合、予備知識の

ない問題領域について闇雲に網羅的な文献収集をするよりも、まずはその問題
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領域における議論状況を適切に把握することに努める方が効率的であろう。そ

うであるとすると、ある程度まで学習・研究が進んだ段階においては別である

が、初学者の場合には(b)の手法を優先させることが適切であろう。

(4)学説を調べる(芋づる式)

そこで、文献における引用や参照指示を手がかりとして、文献調査を進める

ことを考えてみる。『ファンダメンタル憲法』にも「参考文献J欄があったよ

うに、演習書・論点解説書等には、参照すべき文献についての情報が盛り込ま

れているはずで、ある。もちろん、末尾にまとめて列挙しである場合だけではな

く、註をつけて引用しである場合もあるであろう O このように、参照指示ある

いは引用されている文献を遡って辿っていく方法を「芋づる式」検索と呼ぶ。

これは、重要な文献検索方法の lつである(18)。

さて、「経済的自由に規制目的二分論を使うべきかjの例では、『ファンダメ

ンタル憲法』の野中俊彦教授の解説に掲げられていた3つの参考文献のうち、

戸波江二教授の書かれたものは掲載誌が『法学教室』であることに注目すべき

である。つまり、法律学を学ぶ学生向けに編集されている雑誌に掲載されてい

るということである。『法学教室』誌に掲載されている論稿から手を付けるの

は、理解の助けになるかもしれない。なお、ここでは都合良く『法学教室』掲

載論文が参考文献として掲げられていたが、この他にも(この他の論点につい

ても)、『法学教室J誌の憲法関係の特集・連載の記事に自分が報告するテーマ

と関係するものがないかどうかを確認しておくことは重要である。『法学教室』

誌の(自分が新刊雑誌として読み始めたときより前の)パックナンバーの掲載

内容は、毎年3月号に掲載されている「内容総索引」、有斐閣のホームページ、

H去学教室.i241号付録のCD-ROMなどで検索することができる。また、北大

法学部の学生であれば、テキストとして指定されることの多い

中村陸男=秋山義DB=千葉卓=常本照樹=斉藤正彰編著『教材憲法判例

〔第4版JJ(北海道大学図書刊行会、 2000年)

における各掲載判例についての[参考文献]楠の中から『法学教室』掲載の論

文を探す、という方法も考えられる O ちなみに、「職業の自由の規制:JJについ

ての[参考文献l欄を見ると、最後に、
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佐藤幸治「いわゆる『二重の基準論』についてJ(佐藤ほか『ファンダメ

ンタル憲法.D

が挙がっている。さきほど『フアンダメンタル憲法』のB次を見たときに、限

カの鋭い人は、「二重の基準論jという用語に反応したかもしれない。また、

『ファンダメンタル憲法Jの目次をよく見ると、「積極規制・消極規制二分論

についての批判とそれへの疑問Jという小見出しに気づくであろう(コンピュー

タによる検索では、これを発見することは困難である)。この佐藤教授の解説

の存在については、後に取りあげる問題に関して言及する(後述(6))。

話を戻して、戸波教授の論稿を見てみることとする。『法学教室J誌のパッ

クナンバーは、北大の場合、附属図書館本館にある(19)。

(5)判例評釈を見る

さて、『法学教室』誌を開いてみると、戸波教授の論稿は「時の判例jとい

うコーナーに掲載されていることが分かる。しかも、「公衆浴場法違反事件最

高裁判決Jという副題が付いており、本文中には「事実Jr争点Jr判旨Jr解
説Jといった小見出しが並んでいて、普通の論文とは雰囲気が異なる。この種

のものは、一般に、「判例評釈jと称、されている (20)。特定の判決を紹介し、そ

れについて解説・批評を加えるというスタイルをとるものである O

ところで、今回のゼミで報告が求められている「経済的自由に規制目的二分

論を使うべきか」という論点が判例に関連するものであることは、概説書・体

系害等を読んだときに気づいたはずである O それならば、それぞれの判例につ

いての判例評釈を探すことで、自分が報告する論点に関する判例についての研

究者の見解を知ることができるであろっ O その評釈を書いた研究者の見解だけ

ではなく、そこで引用されている他の研究者の見解をも「芋づる式jに手繰っ

ていけば、その判例に関する学説の議論を知ることもできる (2])。なお、『教材

憲法判例』の各掲載判例についての[判例研究}欄には、網羅的に判例評釈が

掲げられており、これを利用すると便利である (22)。

戸波教授の評釈を読んでみると、ここでも、先に『ファンダメンタル憲法j

の中で野中教授が参照指示していた浦部法穂『違憲審査の基準』が引用されて

いることに気づく。複数の論文・評釈において言及されているということは、

この論点において見過ごしてはならない見解である可能性が高い。さらに読み
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進めてゆくと、「そもそも積極的規制・消極的規制区分論自体が有用性をもた

ないのではないか、・…・・という疑問が生じようjと書かれている。戸波教授は、

二分論に否定的な立場であるように読める。前述の概説書・体系番の④は、戸

波教授によるものであった。判例評釈の簡潔な記述だけではよく分からないの

で、④で戸波教授の見解を確認してみることとする。

(6)当該論点における議論の対立状況をつかむ

「経済的自由に規制目的二分論を使うべきか」については、戸波教授が否定

的な見解を採っているらしいことが分かつてきた。前述の概説書・体系警の③

をもう 1度よく見てみよう。 427頁の小さい字で書かれた註を見ると、「目的二

分論に基づく違憲審査基準の区分には、十分な根拠が見出せないとしてこれを

否定Jする見解として、

憲法理論研究会編・現代の憲法理論二0四頁〔戸波〕

という記述がある。これは、現代憲法理論研究会が編集した『現代の憲法理論J

という本の204頁のことであり、〔戸波〕というのは、その部分の執筆を担当し

たのが戸波江二教授であることを示している。さらに、『教材憲法判例Jの

「職業の自由の規制」についての{参考文献}禰を見ると、

戸波江二「職業の自由と違憲審査J(法学教室一七四号)

が挙げられている。これは、『法学教室』誌に連載されていた「憲法ZOOMINJ

というシリーズに書かれたものである。判例・学説の状況について詳しい検討

カfなされている。

ところで、さきほど言及した『ファンダメンタル憲法』の中の佐藤幸治「い

わゆる『二重の基準論』について」を見てみることとする。読んでみると、佐

藤教授は二分論を維持する立場であるようである。戸波教授の見解に対する疑

問も書かれている。佐藤教授が、森林法違憲判決について法セミ(w法学セミ

ナー』誌の略称、)において見解を述べていることも分かる。

このようにして看取された学説と学説、あるいは学説と判例の対立状況を紬

として、文献や判例を補充しつつ、報告の骨子をまとめてゆくのが順当であろ
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λ(23) 
o 

4 さらに考察を進めるために一一法学論文と判例評釈

(1)文献調査を展開する理由

ここまでの作業で規制目的二分論に関する記述を見ていると、規制目的二分

論を展開したと評される小売市場許可制合憲判決および薬事法違憲判決、なら

びに規制目的二分論の射程が問題とされる森林法違憲判決の他に、しばしば

「酒税法」とか「酒販免許制J(酒類販売業免許制度)といった言葉が登場し、

それに関する最高裁の判例も紹介されていたことに気づいたであろう or教材
憲法判例』の「職業の自由の規制Jについての[関連判例]欄においても、こ

の判例が紹介されている。しかも、「職業の自由の違憲審査基準について、積

極目的・消極目的二分論に言及することなくJ(397頁下段冒頭)と解説されて

いるのは気になる点である。とりわけ、規制目的二分論の枠組を支持する佐藤

幸治教授がこの点についてどういう説明をされるのか、ということに関心が向

かうところである。

前述の概説書・体系書の②の562頁以下に、この問題についての言及がある。

しかし、②における記述は簡潔であって、必ずしも佐藤教授の見解を詳述した

ものではない。そこで、酒販免許制最高裁判決についての佐藤教授の見解が書

かれたものを探すこととする。

(2)判例評釈の探索

前述のように、主要な判決には判例評釈が書かれることが多い(もちろん、

すべての判決についてではないが)。そこで、酒販免許申IJ最高裁判決について

の、佐藤幸治教授による判例評釈を見つけることができれば、ここでの目的を

達することができる。

判例評釈の探し方については、既に多くの解説がなされているので本稿での

詳述は避けるが(刻、北大法学部の環境を前提とする場合、一般的な判例評釈

の検索方法の他に、法学部2階にある法令判例新刊雑誌室の「判例・判例評釈

カード」を利用するという手段があるo このカードを利用すれば、きわめて迅

速に、かつかなり正確に、相当数の判例評釈を見つけることが可能である。

それぞれのカードは、その表または裏(場合によっては 1つの判決について
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複数枚のカードがある。酒販免許制l最高裁判決も 2枚目裏まである)に、その

判決の評釈についての情報が記載されている。載録の対象は、昭和51年以前に

ついては『法律時報』誌の各号に掲載されている「判例評釈」欄(昭和31年1

月に掲載開始)に掲載されたもの、昭和52年以降については、『法律時報』誌

の「判例評釈J欄および冊子体の『法律判例文献情報j(第一法規出版)に掲

載されたものの他に、法令判例新刊雑誌室配架の全雑誌に掲載されたものであ

る。カードには逐次最新の情報が書き込まれてゆく仕組みになっているo この

「半IJ1Jト判例評釈カード」は、検索の容易さや速報性においては、判例評釈の

検索のための一般的な諸方法を凌駕しているといえるであろう。

実際に、「半IJ例・判例評釈カード」を検索してみる。カードにおける文献表

示は、記載面積の制約から、簡略なスタイルとなっている。前述1(2)を応用す

れば、

法教153-110 藤井俊夫

という記述が、 n法学教室』と L寸雑誌の153号の110頁に藤井俊夫教授による
評釈が掲載されている」とし寸意味であることが解読できるはずである。同様に、

法協111-9-1417 長谷部恭男

とは、「法学協会雑誌III巻9号1417頁に掲載の長谷部恭男教授による評釈Jで

ある。ちなみに、

別ジュリ154-206 前回徹生

とあるのは、別冊ジュリスト 154号として刊行された『憲法判例百選 1(第4

版J.Jのことである G 百選の206頁を見ると、前回徹生教授による解説がある。

同様に、

法教162別(判セレ'93)-13 三木義一

とは、『法学教室』誌の162号の別冊付録である『判例セレクトj1993年版の13
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頁ということである。

ジュリ1024(平4重判解)野中俊彦

とあるのは、ジュリスト1024号(臨時増刊)として刊行された『平成4年度重

要判例解説jのことである。さきの「百選jも、この「重判Jも、図書館にお

ける扱いは『ジュリストjと同じであり、雑誌として配架されることになる。

したがって、新着分は法学部の法令判例新刊雑誌室に、パックナンバーは図書

館に配架されている。また、

判時1479(判評421)-179 占部裕典

とは、『判例時報.11479号に綴じ込まれている『判例評論jの421号179頁のこ

とであるo なお、『判例時報』および『判例タイムズjのパックナンバーは、

図書館だけでなく法令判例新刊雑誌室にも配架されている。

さて、判例カードの2枚目裏まで見ても、佐藤幸治教授の名前はない。詳細

は省略するが、『法律判例文献情報CD-ROM.Iで検索しても、あるいは(北大

法学部では今のところ学部学生は利用できないが)r判例体系 CD-ROM.Iで検
索しでも、酒販免許制最高裁判決についての佐藤教授による評釈は見つからな

い。ここまで探せば「存在しないJと思いたくなるが、可能性は皆無ではない。

紙媒体にしても電子媒体にしても、何を判例評釈として載録するかの段階で一

定の絞りをかけざるをえない。あらゆる出版物を網羅的に調査して判例評釈を

探し出し、それらをすべて載録することは不可能に近いと思われるからである。

載録元となる出版物の範囲を限定するという方法が採られることもある。また、

判例評釈である旨を表示せず、あるいは厳密な意味での半j例評釈のスタイルを

とらないが、特定の判例について詳細に論述している論稿の場合、それが判例

評釈として認識されず載録されない(結果として、判例評釈ではない論文に分

類されることになる)可能性が高いのである。

(3)電子媒体による学術文献の探索

そこで、判例評釈ではないが、なにかの論文の中で佐藤幸治教授が酒税法最

高裁判決に言及している可能性を想定して、そのような学術論文を検索するこ
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とを考えてみる。規制目的二分論の枠組を!維持すべきことを主張する佐藤教授

の見解にとって、酒販免許制最高裁判決を合理的に説明できるか否かは重要な

論点であり、既に概説書・体系書の②において一定の言及もなされていること

から、なんらかの論述がなされている可能性は低くないとも考えられる。学術

論文の探索については、紙媒体による検索と、電子媒体による検索とが考えら

れるが、効率よい検索を考える場合には、大量の書誌情報を迅速かつ容易に検

索できる電子媒体で先に検索したうえで、電子媒体の弱点を紙媒体でカバーす

る、という手順が有効であると解される(針。

学術文献検索のための電子媒体として著名なものは、『雑誌記事索引 WEB

サーピスjと『法律判例文献情報CD-ROM.Jであろう。両者それぞれの特性

があるので、その点を勘案して使い分けることが肝要で、ある。今回の作業につ

いては、後述する『法律判例文献情報CD-ROM.iとのタイムラグの差を考慮

すると、まず『雑誌記事索引 WEBサービスJを利用するのが賢明であると思

われる。

『雑誌記事索引 WEBサービス』は、雑誌論文の索引誌の筆頭に数えられて

いた国立国会図書館による f雑誌記事索ヲu(略称「雑索(ザッサク)J)の冊
子版が1995年で終刊となったのに代わるものとして提供されている電子媒体版

のlつである(お)0 2000年4月から、北大の札幌・函館両キャンパスでも、こ

のWEBサービスの利用が可能となっている(無料・利用登録不要)0r雑誌記
事索引 WEBサービス』は、「国立国会図書館が収集する囲内刊行の雑誌のう

ち、学術誌・大学紀要・専門誌を中心とした5600タイトル、 150万件以上のデー

タをインターネットで提供する園内最大の記事索引データベース」であり、収

録範囲は1975年から現在まで(更新は2週に 1回)となっている。もちろん、

載録されているのは法学関係の文献に限られないので、場合によっては他分野

の無関係な論文が多数検索されてしまう可能性があり、入力する検索語に注意

が必要である (27)。

ところで、電子媒体による検索は、投網を打つように網羅的に文献情報を収

集できるということが身上である O しかし、網にかかったものが多すぎては、

後の処理に困ることとなるおそれがある O とりわけ、網の中の多様なものを分

類する能力を欠く者にとっては、状況は絶望的ですらあるo また、網に綻びが

あると、網羅性は担保されないこととなる。前述の「営業の自由jや「規制目

的二分論」をキーワードとする検索の例は、『法律判例文献情報CD-ROM.Iが
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その能力を効果的に発揮できなかった事例といえるかもしれない側。

これに対して、「平成4年12月の判決に関する佐藤幸治教授の論稿を探すj

という作業の場合、執筆者名という確定的な要素を利用することができ (29)、

しかも刊行年による検索範聞の限定が可能であるので、検索結果の過不足に悩

まされる懸念はない。

さて、『雑誌記事索引 WEBサービスjによって検索してみたところ、 1993

年以降に公刊された佐藤幸治教授の論文で「経済的自由に規制目的二分論を使

うべきかJというテーマに関係しそうなものは発見されなかった。そこで、つ

ぎに、『法律判例文献情報CD-ROMjを利用して検索してみることとする。網

羅的に情報を収集しているはずの『雑誌記事索引 WEBサービスjを利用した

うえに、なぜ『法律判例文献情報CD-ROMjで重ねて検索するのか、疑問に

思われるかもしれない。これは、両者の載録範囲の差の問題である。『雑誌記

事索引 WEBサーピスJは、「雑誌記事索引」という名称の通り、「雑誌」に掲

載された論文を載録の対象としている。したがって、著名な研究者の還暦・古

稀、退官・退職などの記念論文集に収録されている論文は載録の対象外である。

また、例えば北大法学部ライブラリーに収録されている諸論文も、検索するこ

とができない。他方で、「記念論文集には一定のレベル以上の論文が寄せられ

ていることが多い。……講座もの・企画もの……の収録論文も一般にはレベル

が高いJ<却)といわれる。ここでいう「記念論文集・講座もの・企画ものJは書

籍であって雑誌ではないから、これらに収録されている個々の論文を『雑誌記

事索引』で検索することはできないのである。他方、『法律判例文献情報

CD-ROMjのマニュアルには、「年間約2万数千点の新刊書籍ならびに法律専

門雑誌、学術・研究紀要、新聞等約1130誌紙から採録した法律文献情報を収録

していますjとうたわれている。そこで、酒販免許制最高裁判決に関する佐藤

教授の論稿が「記念論文集・講座もの・企画もの」に収録されている可能性を

考えて、『法律判例文献情報CD-ROMjで検索してみるわけである (31)。

雑誌論文だけではなく、図書およびそれに収録された論文など、公刊された

法学文献の存在を調査するには、『法律判例文献情報CD-ROM.Jを用いること

になるわけであるが、ただし、『法律判例文献情報CD-ROMjは1年ごとの更

新であり、最大で2年近いタイムラグが生じることは知っておかなければなら

ない。ここでも、さきほどの『雑誌記事索引 WEBサービスJの場合と同禄に、

執筆者名による検索を行い、発行年によって制限をかけることとする or対象
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項目名」を「著者名」に設定し「佐藤幸治Jと入力する。発行年の制限を設定

するために、「検索jメニューの中から「制限の設定」を選び、表示された画

面の「発行年Jのチェック・ボックスをクリックして、発行年を入力する。今

回の場合、 1995年以降の文献を検索したいので、開始年にあたる左側のボック

スにのみ入力すればよい。そのようにして検索してみたが、ここでも、該当す

る文献は発見できなかった。

(4)紙媒体による学術文献の探索

紙媒体による検索方法としては、『法律判例文献情報jr最高裁判所図書館邦
文法律雑誌記事索5Ur法律関係雑誌記事索511といった一般的な書誌の利用
も考えられないではないが、今ここで必要な作業は、最近5年ほどの問の、雑

誌以外の出版物に掲載された特定のテーマ・特定の執筆者の論文についての書

誌情報の調査である。そこで、『法律時報』誌の毎年12月号に掲載される「学

会回顧」ないし「文献情報が掲載されている逐次刊行物Jによって調査すれば

足りるであろう。なぜなら、『法律判例文献情報CD-ROMjで見つけられなかっ

たものを『法律判例文献情報』の冊子版のパックナンバーで見つける可能性は

あまり期待できないし、『最高裁判所図書館邦文法律雑誌記事索ヲI.iは「当館

が受け入れ、備え付けた邦文雑誌……の邦文法律記事」を対象としているから

[雑誌記事索引 WEBサービス』が載録する範囲を越えているとは思えない。

「法律関係雑誌記事索引jは、「定期刊行物及び記念論文集で法務図書館収蔵

のものの法律関係の記事」を載録しているから、執筆者名索引にあたってみる

意味はあるかもしれない(32)。しかし、最新版の載録対象時期がやや古いとい

う問題がある。なお、『戦後法学文献総目録jは、現在のところ、 1992年分ま

でしか刊行されておらず、今回の作業には役立たない。

「文献情報が掲載されている逐次刊行物Jとして、憲法学については、日本

公法学会の学会誌である『公法研究Jの「学界展望」欄がこれに当たる。『法

律時報』の「学会回顧Jも『公法研究』の「学界展望Jも、内容に応じて分類

されているので、それぞれ、経済的自由や違憲審査制に関する分類項目を探し

て、そこに挙がっている文献を確認すればよいと考えられる。しかし、今回の

場合、ここでも該当する情報は得られなかった。

なお、完壁を期そうとすれば、最新の情報を『法律判例文献情報』の冊子版

の最近号や『法律時報』誌の最近号の「文献月報J欄でチェックすることも必
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要なのかもしれない。

(5)判例評釈からの「芋づる式J検索

ここで、別の手段として、既に発見された判例評釈から「芋づる式J検索を

行うことを考えてみる。評釈の執筆者が佐藤幸治教授の論稿を紹介・引用して

いる可能性に期待するのである。この場合、既に発見された判例評釈が多数あ

るときには、その中でもっとも新しく出されたものを選択する、という方針が

「芋づる式J検索の観点からは有意味であろう。そこで、(本稿執筆の時点で)

ごく最近に出版された『憲法判例百選 I(第4版)jを見てみることとする。

207頁の末尾にく参考文献〉欄がある。その中に、

佐藤幸治「職業選択の自由規制と司法審査J現代行政と権利保護三五七頁

以下

という表示がある。これは、『現代行政と権利保護』という著書の中に収録さ

れている論文であると考えられる。まさに酒販免許制最高裁判決の評釈におい

て参考文献として摘示されているのであり、表題から考えても目的の文献と期

待できそうである。

(6)図書館の蔵書検索

そこで、次の作業は、この本の所在を確かめることである。図書館の

OPACで蔵書検索してみることとする。蔵書検索画面で「現代行政と権利保護j

と入力して検索してみる。しかし、該当件数はO件である o fNACSIS Webcat 

総合目録データベース WWW検索サービス1(http://webcat.nacsis.ac.jp/) でも

検索してみたが、こちらも「該当件数はO件です」との表示である(33)。

判例百選に引用されるほどの和蓄が、囲内の大学図書館のどこにも所蔵され

ていないということは考えにくいし、 OPACやNACSISに載録されていないほ

ど大昔の本であるわけではない。そうであるとすると、考えうる可能性として

は、百選のく参考文献〉欄の表示が誤っている、ということがある。この本の

編著者名は表示されていないので、著者名で検索することは不可能であり、事

態はやや面倒である(34)。
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(7)記念論文集の利用

特定の研究者についての網羅的な研究業績一覧があれば、非常に便利である。

近年は、インターネット上でそうした情報を公開している研究者も増えつつあ

るが、以前から、信頼性と網羅性を期待できる研究業績リストが存在している。

それは、還暦・古稀記念、退官・退職記念等の記念論文集に収録された研究業

績リストである。

佐藤幸治教授について、この種の記念論文集はないであろうか。図書館の

OPACで検索してみると (35)、

〔図書J.現代立憲主義と司法権:佐藤幸治教授還暦記念.一東京:青林書

院， 1998. 7. 

が見つかった。そこで、図書館で実物を見てみると、巻末に〔佐藤幸治教授主

要著作目録〕があるo 近年のところを見てみると、平成7年の項に、

「職業選択の自由規制と司法審査一酒類販売業免許制度に関する判決に寄

せて-J芝池義一=田中治=岡村忠生編『租税行政と権利保護.i(ミネル

ヴァ書房)

という論稿が掲げられている。「租税行政と権利保護」を OPACで検索してみ

ると、ヒットがあり、北大にも所蔵されていることが分かった。書庫内の配架

なので、「図書請求票」に記入し、図書館3階カウンターで請求すると、書庫

から取り出してきてもらえる。ついに、佐藤教授の論稿に到達したわけで、あ

る(36)。

註

(1)我が国でも、近年、多くの研究が公刊されている。代表的なものとし

て、例えば、浜田純一『情報法.i(有斐閣、 1993年)、石村善治=堀部政

男編『情報法入門.i(法律文化社、 1999年)、岩村正彦ほか編『岩波講座

現代の法10 情報と法.i(岩波書広、 1997年)、田村善之編『情報・秩序・

ネットワーク.i(北海道大学図書刊行会、 1999年)、夏井高人『ネットワー
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ク社会の文化と法.i(日本評論社、 1997年)、高橋和之=松井茂記編『イ

ンターネットと法(補訂)j(有斐閥、 1999年)、サイバーロー研究会編

『サイパースペース法一一新たな法的空間の出現とその衝撃j(日本評

論社、 2000年)など。本稿の性質上、この領域について言及する余裕は

ないので、このような法領域の問題についての検討は、他日を期したい。

( 2 )例えば、指宿信=米丸恒治『法律学のためのインターネット2000.1(日

本評論社、 2000年)、指宿信編著『インターネットで外国法j(日本評論

社、 1998年)、指宿信「インターネットで法律学!J別冊法学セミナー
『法学入門1999.1(日本評論社、 1999年)、加賀山茂=松浦好治編『法情

報学一ーネットワーク時代の法学入門.J(有斐閥、 1999年)等。なお、

筆者のホームページの中の「オンライン情報についてJ(http://www.j叩s.
hokudai.ac.jprsaitJLRonline.html) も参照。

(3 )本稿の原点は、北大法学部の2年生を対象とする半期ゼミ(後期開講)

に教育補助として参加したことにある。したがって、法律専門科目を受

講して半年の、自己紹介で「ゼミは初めてなので、何をどうしていいの

か分かりません」と不安げに語った学生が本稿の念頭にある。なお、 3・

4年生を対象とする通年ゼミに教育補助として参加した際に作成したも

のとして、筆者のホームページの中に「ゼミで報告をするために一調査

の道標-J (http://www.juris.hokudai.ac.jprsaitJseminar.html)がある。いず
れも、具体的な記述は北大法学部を例としたものであることをお断りし

ておきたい。

(4 )この領域の問題については、既に、拙稿「コンピュータ法学最前線(7)

コンピュータは参考文献を教えてくれるか?J法教241号 (2000年)183 
-182頁において顕著な問題点について略述したが、本稿は、具体的事

例において想定される一連の作業を念頭に置いて検討を進めるものである。

( 5) この点については、筆者のホームページの中の「文献の表示方法につ

いてJ(http://www.juris.hokudai.ac.jprsaitJcitation.html)参照。また、弥永
真生「法律学のマニュアル1U法教221号(1999年)84頁以下も参照。

なお、以下では出典表示の方法を略述するが、詳しくは、法律編集者懇

話会編「法律文献等の出典の表示方法Jを参照。これへのアクセスにつ
いても、筆者のホームページの中の「文献の表示方法についてjを参照。

(6 )主要な逐次刊行物の略称については、『法律時報Jの毎年 1月号に掲載
される「文献略語表Jに依るのが一般的である。
(7)同ーの雑誌に両方の表示がなされていることもある。後述註14参照。

(8 )文献リストを掲げることは本稿のB的ではないので、これらの文献は

以下の論述の便宜のために列挙したものである。主要な概説書・体系番

等については、ここに掲げた各書の巻頭・巻末などにある文献リストを
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参照。また、最新の情報としては、熊本大学法学部の木下和朗助教授の

ウェブ・サイト (http://www.law.kumamoto-u.ac必rkinos/) にある「憲法

参考文献表Jを参照。
(9 )なお、①の記述は簡潔明瞭であるが、芦部教授の見解をより詳しく知

るためには、芦部信喜『憲法学 I憲法総論l(有斐関、 1992年)、同
『憲法学E 人権総論.J(有斐閣、 1994年)、同『憲法学皿人権各論(1)

〔増補版H(有斐閥、 2000年)がある。
(10)なお、中村教授によるものとして、中村陸男『憲法30講〔新版)JJ(青

林書院、 1999年)、同『論点憲法教室j(有斐閣、 1990年)がある。

(11)なお、演習書等の利用方法について、弥永真生「法律学のマニュアル

21J法教231号(1999年)72頁以下参照。

(12) 最新の情報については、前出の木下助教授のウェブ・サイト

(http://www.law.kumamoto-u.ac.jprkinos/) にある「憲法参考文献表jを

参照。

(13)データベース作成者が「事項索引」に記載するキーワードを「積極目

的，消極目的区分論Jとしていたならば、さきに「積極目的jをキーワー
ドとして検索した時点でヒァトしていたのではないかと思われる。デー

タベース作成者がいかなる検索用キーワードを論文に付与するかが検索

結果を左右する一例と言えるのではないであろうか。

(14)ちなみに、『法律判例文献情報CD-ROM.lにおいては f34巻4号」と

表示されるが、『法学セミナー』誌の背表紙や各頁の柱書には通巻の号数

(34巻4号の場合は、 f412号J)が表示されており、文献における引用も

通巻の号数をもって行われることが多いように思われる。場合によって

「読み替えJが必要になることを覚えておいた方がよい。
(15)ただし、例えば内野論文は「ワンポイントセミナ-Jという見開き 2
頁の判例解説であって、学説の分類・整理は行われているが、具体的な

文献の明示はない。したがって、この論文しか見つけられなかった場合

には、「芋づる式」検索による展開も期待できないこととなる。

(16) r法律判例文献情報CD-ROM.lのマニュアルによれば、「論文や図書の
標題と事項索引、内容細目に含まれる文字列をキーワードとして、文献

の検索を行いますJとされている。
(17)ちなみに、「職業の自由」をキーワードとして検索すると、該当件数ゼ

ロであるo

(18) r芋づる式」検索の有用性と限界について、弥永真生「法律学のマニユ
アル 1J 1去教211号(1998年)52-53頁参照。
(19)逐次刊行物の新着分とパックナンバーは、配架場所が異なることがあ

る。北大法学部の場合、新着分は法学部の法令判例新刊雑誌室、パック
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ナンバーは、数冊まとめて合本されて附属図書館本館の書庫に配架され

るが、『法学教室』など学生の利用頻度が高い一部の雑誌のパックナンバー

は図書館の開架関覧室にも配架される。また、判例集のパックナンバー

についても、図書館だけではなく法令判例新刊雑誌室にも配架されてい

るものがある。なお、図書館および法令判例新刊雑誌室の利用に関して、

筆者のホームページの中の「図書館等の利用についてJ(http://www.juris. 

hokudai.ac.jpr s創出b.html)参照。

(20)この他にも、「判例批評Jr判例研究Jr判例解説Jなど種々の呼び方が
ある。

(21)判例評釈の調べ方については、後述4(2)参照。また、判例評釈からの

「芋づる式j検索については、後述4(5)において実践するO さらに、筆

者のホームペ}ジの中の「判例評釈の調査についてJ(http://www.juris. 

hokudai.ac.jprsaitlCaseNote.html)および f<実践編〉判例評釈を探せJ
(http://www.juris.hokudai.ac.jprsaitlsagase2.html) を参照。

(22)ただし、 f教材憲法判例』の第4版出版後に『憲法判例百選Jの第4版
が刊行されたので、『教材憲法判例』の[判例研究]欄は百選の最新版に

は対応していない。

(23)弥永真生「法律学のマニュアル 6J法教216号 (1998年)88頁以下は、

ゼミ報告ではなくてレポート・小論文の作成を例としているけれども、

体系書等から出発して議論の対立点を見出してゆく方法を詳細に解説し

ているo なお、関連して、テーマについての考察を深める方法という観

点から、向「法律学のマニュアル 7J法教217号(1998年)40頁以下は論

文の読み方を、同「法律学のマニュアル 8J法教218号(1998年)132頁

以下は判例評釈の読み方を実践的に解説している。さらに、同「法律学

のマニュアル23J法教233号 (2000年)138頁以下は、理解のための図表

の作成・活用について具体的に説明している。

(24)例えば、五十嵐清「資料の蒐集と利用J広中俊雄=五十嵐清編『法律
論文の考え方・書き方J(有斐閣、 1997年〔初版第16刷))70-71頁、弥

永真生「法律学のマニュアル2J法教212号(1998年)62頁以下など。な

お、本稿では言及しないが、判例の調べ方については、井関正裕「判例

調査の方法J判タ745号(1991年)45頁以下、本吉邦夫=篠田省二「ある

ことがらにつきどういう判例があるかを知りたいときJ中野次雄編『判
例とその読み方J(有斐閣、 1986年)231頁以下、同「判例が特定されて

いてその原文(全文)を知りたいときJI司書244頁以下を参照。

(25)電子媒体と紙媒体を組み合わせた学術文献の調査の手順について、詳

しくは、筆者のホームペ}ジの中の「学術文献の探索についてJ
(http://www.ju出.hokudai.ac.jpr叩tlLR.html)および f<実践編〉学術文献
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を探せJ(http://ww帆juris.hokudai.ac.jp/-saitJsagasel.htmJ)参照。
(26)ほかに、 rNACSIS-IR雑誌記事索引データベースJおよび rCD-ROM
版雑誌記事索引jのサービスがある。

(27)なお、『雑誌記事索引 WEBサービスjの場合、『法律判例文献情報

CD-ROM.Jと異なり、データベース作成者によるキーワード選択に左右

されないという利点はある。

(28)入力したキ}ワードについての検索結果として100件近い文献が表示さ

れたという状況は、初学者にとっては困惑をもたらすであろう。しかし、

ある程度学習・研究が進んだ段階で関連文献をチェックしようとすると

きには、 100件程度の文献リストを瞥見することは、必ずしも苦痛で、はな

いかもしれない。電子媒体も、あくまで一定の特性と限界を有する道具

として、どの段階でどのように投入するかが重要なのではないであろうか。

(29)ただし、人名の入力に際して注意すべき点がある。「検索の手引き」

(http://www.nichigai.co・jp/web_service/manualO 1.html) には、「入力文字に

ついてJのところに、 fi莫字は新字で入力して下さい 例)淳→沢」と書
いである。他方、『法律判例文献情報CD-ROM.Jは、原則として原典の

表記に従うこととしているようであり、『雑誌記事索引 WEBサービス』

のような置き換えをすると、ヒットしない。つまり、筆者の場合、『雑誌

記事索引 WEBサービス』では「斉藤」、『法律判例文献情報CD-ROM.J

では「斉藤Jと入力しないとヒットしないのである。この問題について、
筆者のホームページの中の「拙稿が収録されていない!?一電子媒体と

検索語-J (http://www.juris.hokudai.ac伊rsaitltips4.html)参照。
(30)大村敦志ほか『民法研究ハンドブックj(有斐閣、 2000年)218-219頁。

(31)しかし、「法律判例丈献情報CD-ROMjは、「記念論文集・講座もの・

企画ものJの収録論文の載録について網羅性を欠く嫌いがあるように思
われる。

記念論文集について、中村陸男教授の論文を例に試してみると、中村

「私学助成の合憲性jはヒットするが、中村「憲法と男女平等Jはヒッ
トしない。前者は芦部信喜先生の還暦記念論文集(1985年)、後者は同じ

く芦部先生の古稀祝賀論文集(1993年)であるが、『法律判例文献情報

CD司ROMjに載録されていたのは、なぜか前者だけであった。

講座ものについて、高見勝利教授の論文を例に試してみると、高見

「デモクラシーの諸形態Jと高見「西ドイツの憲法裁判一一憲法訴訟手
続を中心にJはヒットするが、高見「代表Jはヒットしない。ヒットし
た前2者は、それぞれ、『岩波講座現代の法.J(1997年)と『講座憲法訴

訟.J(1987年)に所収のものであり、これに対して、ヒットしなかった後

者は『講座憲法学.J(1994年)に収められているものである。そもそも後
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者については、『講座憲法学』自体が書籍として『法律判例文献情報

CD-ROMjに載録されていないようである。

雑誌に連載されたものが後に l冊にまとめられて刊行されることは少

なくないが、『雑誌記事索ヲuでの検索が雑誌連載時の論文に限定される
のは当然として、『法律判例文献情報CD-ROM.Iにおいても、雑誌連載

をまとめた本自体がヒットすることはあるが、収録されている論文につ

いては、雑誌連載時の書誌情報が表示されることが多いようである。例

えば、『ブアンダメンタル憲法j(有斐閥、 1994年)について見てみると、

書籍としての『ファンダメンタル憲法』の他に、そこに収録されている

論文については、当初の『法学教室』連載時の書誌情報が表示される。

ここで、問題は、中村「内閣の衆議院解散権Jがヒットしないというこ
とである。この論稿は、『法学教室』誌上には掲載されなかったが、単行

本化された『ファンダメンタル憲法Jには収録されている。単行本化さ
れた『ファンダメンタル憲法』は、『法学教室』誌での連載分だけからな

るのではなく、各執筆者がl編ずつ新たに書き下ろしの論稿を加えてい

る。『法学教室』誌に掲載されなかった書き下ろし分は、『法律相l例文献

情報CD-ROMjでも『雑誌記事索引』でも検索できないのである。

(32)ちなみに、『最高裁判所図書館邦文法律雑誌記事索ヲI.!と『法律関係雑

誌記事索5Uとでは、執筆者名索引における氏名の配列順序が異なって
いるので、 ri左藤j先生を探すときには注意が必要で、ある O
(33)なお、所蔵情報の調査について、弥永真生「法律学のマニュアル4J
法教214号(1998年)62頁以下参照。

(34)実際には、『現代行政と権利保護』という題名がまるで、違っているとい

う可能性も否定はできないが、一部が間違っているという可能性も高い。

そこで、検索語を工夫してみるという手法が考えられる。この場合、「行

政」と「権利保護Jをキーワードとして検索してみると、『租税行政と権
利保護jという本がヒットする。そこで、図書館で実物を確かめてみる、

ということになる。なお、最初からフル・タイトルではなくて書名中の

適当な語として「行政」と「権利保護Jを入力して検索していれば、手
間が省けたかもしれない。ただし、その方法で『租税行政と権利保護』

という本がヒットしたときに、「探しているのは『現代行政と権利保護』

だから、これは違うjと断じてしまえば、それで、終わりである。

(35)北大附属図書館のOPACで特定の研究者の還暦・古稀記念、退官・退

職記念などの記念論文集を検索する場合には、「拡張画面jの「書名に右

の語を含む」の欄に、例えば「佐藤幸治*Jと入力すると便利であるo
OPACの検索語辞書は人名を必ずしも十分に網羅していないようなので、

検索漏れを防ぐためには、検索語の後に“*"を付けて前方一致検索にす
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ることが肝要である。この問題について、筆者のホームページの中の

rOPACは芦部先生を知らない!? -OPACと検索諾-J (http・!lwww.
juris.hokudai.ac必rsaitltips5.html)参照。

(36)ちなみに、この佐藤論文を収録する『租税行政と権利保護』は、法時

68巻3号(1996年)の「文献月報j欄の〔税法・財務〕の項に掲載され

ており、その収録論文および執筆者も記載されている。これを受けて、

公法58号(1996年)の「学界展望jにおいては、「行政法Jの「一一個
別作用領域」の r7 租税・財政Jの項で、法時68巻13号(1996年)の
「学会回顧Jにおいては、「租税法」の「三 憲法原理の租税法への浸透
の重要性Jの項で紹介されている。
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